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農業における環境負荷低減に関連した近年の動き（国）
●国は、⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベーションで実現させるため、
みどりの⾷料システム戦略を策定（R3.5）､みどりの⾷料システム戦略の実現に向けて、
みどりの⾷料システム法※を施⾏（R4.7） ※環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための

環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律

出典︓農林⽔産省HPより
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農業における環境負荷低減に関連した近年の動き（県）
●県は、県内６３市町村と共同で、みどりの⾷料システム法に基づき埼⽟県環境負荷低減事業
活動促進基本計画を策定（R5.3）

■計画策定の⽬的
本県の農林業の持続的な発展を図るた

め、農林業に由来する環境への負荷の低
減を図る農林業者の取組を促進するため
策定

■計画の位置づけ
本県農林業における「環境負荷低減」の

取組の促進に関する基本的な指針として
⽰すため、県と県内６３市町村が共同で
策定

■計画の期間
令和５年３⽉３０⽇から
令和１０年３⽉３１⽇まで

１ 基本計画について

■環境負荷低減事業活動の内容
● ⼟づくりと、化学肥料・化学農薬の使⽤量の削減に資する⽣産技術などの取組
を⼀体的に⾏う活動

● 温室効果ガスの排出量の削減に資する活動
● その他、農林業に由来する環境への負荷の低減に資する⽣産⽅式による活動

■県が推進する取組
● 活⽤されることが期待される基盤確⽴事業の内容
県試験研究機関における、化学肥料・化学農薬の使⽤量削減や温室効果ガスの排出量削減に関する栽培技術
の研究の実施と成果の普及 など

● ⽣産された農林産物の流通及び消費の促進
イベント・ホームページでの情報発信等により、有機農産物等の販売機会の多様化や
⾼付加価値化、消費者理解の増進を推進 など

● その他、環境負荷低減事業活動の促進
研修会の開催、農業者相互のネットワークづくり等により、環境負荷低減に必要な
技術等の情報収集を⽀援 など

堆肥の施⽤

⾃主企画研修会

環境保全型農業直接⽀払制度の実施
⾯積（※1）
環境保全型農業直接⽀払制度の実施
⾯積（※1）

園芸施設の加温⾯積に占める
ハイブリッド型園芸施設の割合
（※2）

園芸施設の加温⾯積に占める
ハイブリッド型園芸施設の割合
（※2）

県試験研究機関による環境負荷低減
に資する技術の開発件数
県試験研究機関による環境負荷低減
に資する技術の開発件数化学肥料使⽤量化学肥料使⽤量

２ 環境負荷低減事業活動の促進に関する事項

３ 環境負荷の低減に関する⽬標

※1 化学肥料、化学合成農薬の低減に加え、地球温暖化防⽌や⽣物多様性保全に資する農業⽣産活動を⽀援する制度
※2 加温設備の種類が､化⽯燃料以外のもの(ヒートポンプ､地下⽔､⽊質系バイオマス等)のみ､または､化⽯燃料を利⽤するものと化⽯燃料以外のものの併⽤

３ 環境負荷の低減に関する⽬標項⽬

埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画の概要
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埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画に基づき実施している施策
●県は、基本計画に基づき、県内農林漁業者の環境負荷低減事業活動を促進するため、研究
開発、販売⾯・⽣産技術⾯での⽀援など、多⽅⾯から施策を展開している。
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○環境負荷低減事業活動の促進に向けた⽀援
環境負荷低減の取組を県内農林漁業者に広めるため、優良な取組の発信や、研修会の開催、実践農業者の連携促進、新規就農者の育成を実施。

○先端的な技術に関する研究開発
農業技術研究センター、茶業研究所において、環境負荷を低減するため
の技術開発を継続して実施。

新たな販路を開拓するため、商談会(BtoB)、マルシェ(BtoC)への出展⽀
援を⾏い、実需者と農業者のマッチングを促進。

○販売⽅法の確⽴と⾼付加価値化

埼⽟県農商⼯連携フェア 県庁朝市
有機農業者への出展⽀援

農業⼤学校有機農業専攻での担い⼿育成

・全国でも先駆的な取組として、農業⼤学校に
「有機農業専攻」を設置。
・1年間の修業期間で、有機農業の基本的な技術
及び経営⼿法を学習。また、農業経営に直結

する経営分析、経営設計等に関する技術につい
ても習得を図っている。

環境負荷低減事業活動の優良な取組事例を
表彰･情報発信

農業に由来する環境負荷の低
減に取り組む農業者等及び農
業における環境負荷低減に貢
献する製品やサービスを提供
する事業者を表彰し、受賞者
の取組の周知を通して、本県
の農業における環境負荷低減
の取組を促進するため
「埼⽟・農のエコロジーア
ワード」を創設

第１回⼤賞受賞者
霜⾥農場（⼩川町）

⾃主企画研修会開催⽀援･有機農業全体研修会
の開催
・有機農業者のグループが直⾯している課題の解
決のため、⾃主的に企画した研修会の開催を⽀援
・有機農業者を⽀援するため、有機農業を実践す
る⽅に共通する課題をテーマに全体研修会を実施

⾃主企画研修会 全体研修会

剪定枝や野菜残さを炭
化処理･施⽤し、炭素
貯留効果･影響を研究

下⽔汚泥肥料の特性を
踏まえた化学肥料削減
技術を研究

【研究の取組例】
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●国の環境保全型農業直接⽀払交付⾦やみどり交付⾦を活⽤した産地⽀援

○有機農業産地づくり推進
有機農業の⽣産から消費まで⼀貫し、農業者のみならず事業者や地域内外
の住⺠を巻きこんだ取組を推進するため、試⾏的な取組を通じた有機農業
実施計画の策定を⽀援するとともに、同計画に基づく、産地づくりに向け
た定着・普及に必要な取組を⽀援

○グリーンな栽培体系への転換サポート

【令和5年度実績（取組２年⽬︓令和４年度が初年度）】

⼩川町有機農業推進協議会（⼩川町）

○省⼒化や新たな栽培技術の実証、
新たな資材活⽤の有効性の実証、
栽培技術普及のための講習会の開催など

○地元レストランなどで有機農業により
⽣産された農産物の利⽤促進、加⼯品の
地元加⼯の取組など

○学校給⾷への利⽤拡⼤、マルシェや
直売施設等での販売促進など

【令和5年度実績】
さいたま市施設トマトグリーン栽培協議会（さいたま市）
○⼟壌消毒法をダゾメット粉粒剤による⼟壌くん蒸から糖含有珪藻
⼟による⼟壌還元に転換

○糖含有珪藻⼟をマニュアスプレッダで散布し、散布作業の省⼒化
を検証

○⼟壌病害等低減による安定⽣産の確⽴を⽬指し､栽培マニュアルを
策定

農業⽣産における環境負荷低減の取組を推進するため、各産地におけるグ
リーンな栽培体系への転換に向けた、｢産地に適した環境にやさしい栽培技
術、省⼒化に資する先端技術等の検証｣｢栽培マニュアルの作成・産地戦略
の策定｣などの取組を⽀援

⼩川町のオーガニックビレッジ宣⾔
（令和５年５⽉）

マニュアスプレッダによる
糖含有珪藻⼟散布

被覆後の様⼦

○環境保全型農業直接⽀払制度
地球温暖化防⽌等に効果の⾼い農業⽣産活動に取り組む

場合に、慣⾏栽培よりも増える経費を⽀援

有機農業 カバークロップ 堆肥の施⽤【取組例】

埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画に基づき実施している施策
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「環境負荷低減事業活動」の内容（県の埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画で規定）

１ ⼟づくりと、化学肥料及び化学農薬の使⽤量の削減に資する⽣産技術を活⽤する取組を⼀体的に⾏う事業活動
２ 温室効果ガスの排出量の削減に資する事業活動
３ その他、農林業に由来する環境への負荷の低減に資する⽣産⽅式による事業活動

⽻⽣市 １件（きゅうり）
⾏⽥市 １件（いちじく）

加須市 １件（⽔稲）

春⽇部市 ８件（なし）

上尾市・伊奈町
１件［集団］（なし）

⼩⿅野町 １件（きゅうり）

深⾕市 １件（いちご）

みどり認定の状況（令和６年３⽉末現在）

・令和５年度から農業者の計画認定
がスタート。

・JAさいたま彩⽟(⻩⾦の雫)部会の
認定を⽪切りに、令和５年度は、
県内で14件（25名）を認定。

・計画の提出先
耕種農業︓各農林振興センター＊
畜産業 ︓各家畜保健衛⽣所＊
⽔産業 ︓⽣産振興課
林業 ︓農林振興センター(秩⽗･

川越)､寄居林業事務所＊
＊申請者の住所を所管する事務所

●県は、みどりの⾷料システム法に基づき、「環境負荷低減事業活動」に取り組む農林漁業者
の計画を認定（みどり認定）する制度を開始

埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画に基づき実施している施策
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労働

安全

環境

保全

食品

安全

農場経営

管理

人権

保護

・S-GAPは埼⽟県が策定した県独⾃のＧＡＰ※ ※Ｇood Ａgricultural Ｐractice＝良い農業のやり⽅。
・S-GAPは、以下の５つの項⽬に配慮した農業を実践する取組

■S-GAP

■特別栽培農産物認証制度

埼⽟県環境負荷低減事業活動促進基本計画に基づき実施している施策
●従来から推進している「S-GAP」「特別栽培農産物認証制度」も、環境負荷低減につながる
取組

・特別栽培農産物とは、農林⽔産省の「特別栽培農産物に係る表⽰ガイドライン」
に基づき、栽培期間中、節減対象農薬及び化学肥料（窒素成分）の双⽅を慣⾏の
5割以下に減らして栽培された農産物をいう。

・農林⽔産省のガイドラインに基づいた特別栽培農産物について県が独⾃に認証し
たもの。
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参考 国の新たな取組
国は、 ●消費者の選択に資する環境負荷低減の取組の「⾒える化」を推進

●環境負荷低減のクロスコンプライアンスを開始

出典︓農林⽔産省HPより

○化学肥料・化学農薬や化⽯燃料の使⽤低減、バイオ炭の施⽤、⽔⽥の⽔管理
などの栽培情報を⽤い、定量的に温室効果ガスの排出と吸収を算定し、削減
への貢献の度合いに応じ星の数で分かりやすく表⽰。

○⽶については、⽣物多様性保全の取組の得点に応じて評価し、温室効果ガス
の削減貢献と合わせて等級表⽰できる。

■農産物の環境負荷低減の取組の「⾒える化」 ■環境負荷低減のクロスコンプライアンス
○今後、農林⽔産省の全ての事業において、最低限⾏うべき環境負荷低減の
取組の実践を要件化することにより、⽀援の実施により新たな環境負荷が⽣
じないようにするもの

出典︓農林⽔産省HPより
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意⾒、提⾔いただきたい内容

■農業分野における環境負荷低減の取組を推進する際の課題の⼀つ

「環境負荷低減に配慮して⽣産された農産物の意義を理解し、
その農産物を選択する実需者や消費者を増やす。」

●上記の課題を解決する取組を検討していくにあたり、
委員の皆様がお持ちの情報や、意⾒、提⾔をいただきたい。

例えば、以下の内容など。

・ 環境負荷低減に取り組んで⽣産された農産物に対する実需側の取扱いの現状、
今後の潮流

・ 環境負荷低減に取り組んで⽣産された農産物に対する消費者理解の醸成⼿法
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